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緒　　　言

ポリファーマシーとは，多剤服用の中でも害をなすも
のと定義されている 1）．高齢者では，加齢に伴う薬物動
態の変化や多剤服用による薬物有害事象の増加，薬物相
互作用および処方・調剤の誤りや飲み忘れ・飲み間違い
の発生確率増加に関連した薬物有害事象の増加が大きな
問題となっている 2）．薬物有害事象は薬剤数に関連して
おり，6種類以上で有意に薬物有害事象が増加したこと
が報告されている 3）．
ポリファーマシー解消のための施策として，2018 年
の診療報酬改定にて，調剤報酬において服用薬剤調整支
援料（125 点） 4）が新設され，さらに 2020 年の改定では，
服用薬剤調整支援料 2（100 点） 5）が追加された．服用薬

剤調整支援料 2では，6種類以上の内服薬が処方されて
いる患者に対して，患者等の求めに応じて，当該患者の
服用中の薬剤について一元的把握を行うとともに，重複
投薬等のおそれがある場合には，重複投薬等の解消に係
る提案を検討し，当該提案や服用薬剤の一覧を含む報告
書を作成し，処方医に送付した場合に算定することがで
きる．このように調剤報酬にポリファーマシー解消に向
けた取り組みが追加されていることから，薬局薬剤師が
ポリファーマシー解消に向けてより積極的に介入し，減
薬提案していくことが期待されていると考えられる．
一方，現在の服用薬剤調整支援料の算定状況は，厚生
労働省の調査 6）によると，2018 年度に地域支援体制加
算を算定している施設（759 件）のうち，服用薬剤調整
支援料（現在の服用薬剤調整支援料 1と同要件）を算定
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Abstract
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must be well prepared daily and respond instantly when patients need drug reduction.
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したことのある施設は 5.8% であった．また，2020 年の
日本保険薬局協会の調査 7）によると，服用薬剤調整支
援料 2を算定したことのある施設は会員薬局 3,881 施設
のうち 6.1% であった．算定のハードルとして，対象と
なる患者の「患者さんの求めが必要」，「複数の医療機関
からの処方であること」，服用薬が「6種類以上である
こと」と算定要件の厳しさが挙げられており，算定件数
からみても，減薬提案があまり進んでいない可能性があ
る．
また，2016 年の黒岩らの調査 8）では「不要だと感じ
る処方に出会った経験がある」薬局薬剤師は 92% であ
るのに対し，「処方の中止・変更を医師に提案すること
に対して抵抗がある」薬局薬剤師は 73% であり，医師
への減薬提案に対する抵抗感が減薬の妨げになっている
ことが示唆されている．しかしながら，どのような要因
を取り除けば，減薬提案が推進されるのかは明らかと
なっていない．地域におけるポリファーマシー解消推進
のためには，薬局薬剤師が障害だと考えていること，お
よび解決策を具体的に明らかにする必要がある．
そこで本研究では，減薬提案を推進するために，薬局
薬剤師が減薬提案したくてもできていない要因だけでな
く，その改善策についても，現場の意見を聴取し，質的
分析手法を用いて検討することとした．

方　　　法

本研究では，減薬提案を「算定の有無にかかわらず，
禁忌・併用禁忌によるものを除いた薬剤中止の提案」と
定義し，調査した．
1．　調査方法と対象者
具体的な意見を聴取するため，自由記述を中心とした
質問票を用いた．神奈川県薬剤師会に所属する薬局薬剤
師を対象に電子メールにて，自記式質問票（Google
フォーム）のURLを送付し，Web 調査を実施した．調
査期間は 2021 年 1 月 12 日～2 月 2 日とした．調査対象
は，1）調剤薬局またはドラッグストア併設薬局に常勤
していること，2）減薬提案すべき薬剤が分かっていた
のに減薬提案をしなかった経験があること，3）服用薬
剤調整支援料 1・2のどちらも算定したことがないこと，
4）本研究への参加について同意していることの 4つの
基準を全て満たしている者とした．また，指示通りに回
答していない等，回答の信憑性がない者を除外した．
2．　サンプルサイズ
質的研究手法の中で事柄の問題点や対策の抽出を目的
としたKJ 法での分析は，2~20 名を対象としている 9~12）

ことから，本研究の目標回答者数は 20 名とした．
3．　調査内容
質問票の内容を図 1に示す．調査内容は回答者の性別

図 1　調査内容
実際に調査に利用した質問項目を示している．
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（問 1），年齢（問 2），薬剤師としての勤務経験（問 3），
勤務先の業務形態（問 4），勤務先の立地（問 5），減薬
提案を妨げている理由（問 8），減薬提案したくてもで
きない 1番の理由（問 9-1）とその改善策（問 9-2），薬
局業務の忙しさが減薬提案を妨げている程度（問 10-1）
とその改善策（問 10-2），患者が減薬を嫌がることが減
薬提案を妨げている程度（問 11-1）とその改善策（問
11-2），処方医との関係性が減薬提案を妨げている程度
（問 12-1）とその改善策（問 12-2）について質問した．
問 8 は自由記述とし，最低 5 つの回答を依頼した．問
9-1，9-2，問 10-2，11-2，12-2 については，各 20 字以上
の自由記述とした．問 10-1，11-1，12-1 はとても妨げて
いる～全く妨げていないの 5段階評価とした．
4．　データ解析
自由記述のうち，問 8，問 9-1 は，KJ 法に基づいた質
的統合法 13）を用いて，研究者 3名で実施した．質的統
合法を用いた理由は，質的統合法とは，バラバラのデー
タから「仮構築」のプロセスを経て，「整合性のある論
理構造」を見出す作業 13）であり，本研究にて得られた
データから薬局薬剤師がどのようなことを障害だと考
え，何を解決すれば良いのかを論理的かつ具体的に明ら
かにするのに適していると考えたためである．質的統合
法の分析手順は次の通りである．始めに全ての記述内容
を切片化し，概念を付与した．次に，概念の類似性や差
異性に着目しながら，意味の類似した概念をまとめ，よ
り高次的なカテゴリを生成した．最後に，カテゴリ間の
関連性や相互関係等を矢印で図解した．
また，問 9-2，問 10-2，11-2，12-2 は，概念化すると
抽象度が高くなり，具体的な改善策が隠れてしまう可能
性があることから，概念化せず，要約と分類に留めた．
なお，問 10-1，11-1，12-1 で「あまり妨げていない」ま

たは「全く妨げていない」と回答した場合の改善策（問
10-2，11-2，12-2）は除外した．
5．　倫理的配慮
本研究は，昭和大学薬学研究科 人を対象とする研究
等に関する倫理委員会の承認（承認番号：388）を得て
実施した．

結　　　果

1．　回答者背景
回答者背景を表 1に示す．回答が得られた 39 名のう
ち，基準に該当したのは 23 名であった（有効回答率
59.0%）．回答者の性別は，男性 16 名（69.6%），女性 7
名（30.4％）であった．薬局勤務年数（中央値［四分位
範囲］）は 16.0 年［8-23］であった．勤務先の業務形態
は，調剤薬局が 22 名（95.7%）であった．立地条件はク
リニックや診療所の前に構えているマンツーマン薬局が
11 名（47.8%）と最も多く，次いで総合病院前に構えて
いる門前薬局が 6名（26.1%）であった．
2．　減薬提案をしたくてもできない理由
減薬提案したくてもできない理由（問 8，9-1）の分析
結果を表 2に示す．自由記述より生成された切片の総数
は 95 個であり，27 個の概念，7個のカテゴリが得られ
た．カテゴリ間の関連性や相互関係等を矢印で図解し
た，減薬提案したくてもできない理由の概念図を図 2に
示す．なお，本文中では，カテゴリを【　】，概念を
「　」で示し，切片は，概念と文章が非常に近似してい
ることから省略した．
【患者と薬剤師の希薄な関係】は，薬剤師自身が，患
者は薬剤師の「話を聞いてくれない」，「薬剤師に言われ
たくない」と考えていることから成り立ち，薬剤師と患
者間の意思疎通や情報伝達が不十分な状態である．その

表 1　回答者背景

n （%）

性別
男性 16 （69.6）
女性 7 （30.4）

勤務歴（中央値［四分位範囲］，年）
薬局 16.0 ［8-23］
病院 0.0 ［0-0］

現在の勤務先
調剤薬局 22 （95.7）
ドラッグストア併設薬局 1 （4.3）

薬局形態
マンツーマン薬局（クリニックや診療所の前に構えている） 11 （47.8）
門前薬局（総合病院の前に構えている） 6 （26.1）
面分業薬局 5 （21.7）
医療モール型薬局 1 （4.3）

全 23 名の回答者の属性を示している．
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ため，薬剤師は漫然投与のリスクなどの減薬の必要性に
ついての情報提供が十分にできず，患者の理解を得にく
い．加えて，患者自身が「服薬していることに安心」し

ているなど，「減薬したがらない」といった【患者が減
薬に後ろ向き】な状態に陥っており，減薬に対する認識
に薬剤師と患者間で違いが生じている．さらに，この 2

表 2　減薬提案したくてもできない理由

カテゴリ 概念 切片（原文のまま）一部抜粋

患者と 
薬剤師の 
希薄な関係

話を聞いてくれ 
ない

患者が話を聞いてくれなかった
コミュニケーションが難しい患者の場合，減薬のご提案ができない

薬剤師には 
言われたくない 薬剤師には言われたくない

患者の気持ちが 
分からない

患者が本当に減薬を望んでいるか分からない

患者の理解を得られるか不安

患者の体調に 
問題が生じてい
ない

高齢者の用量を超えているが，継続処方で体調が安定しているとき

患者が現在の処方で体調が安定しているとき

患者の待ち時間 
への懸念

患者が急いでいるとき

待ち時間が長くなってしまう

患者の金銭的な 
負担を懸念

減薬しても会計負担があまり変わらない

郵送など費用発生

患者が 
減薬に 
後ろ向き

減薬 
したがらない

患者本人もしくは家族が減薬したがらない
患者ご家族の強い希望等，減薬に抵抗を示すことがあるため

服薬している 
ことに安心

服薬による患者の精神的メリット

患者が薬を飲んでた方が安心という場合

医師への連絡を 
嫌がる

患者が医師への情報提供に難色を示す

患者さんが聞かないで欲しいと言う，医師の書いたままで良い

薬剤師の 
知識・ 
経験不足

知識不足
減薬提案するに至るエビデンスを提示できない，知識不足
減薬が可能か判断がつかなかった

経験不足
提案，算定経験の少なさ　「時間の問題」とも重複する部分があるが，経験が少ないが故に，どのように
提案を行って良いか分からない部分がある．それにより得られるメリットをあまり想像できない

実績があまりなくて不安

責任の問題
責任の問題　処方変更にこぎつけることが出来たとしても，それによって患者さんの不利益を引
き起こしてしまうのが怖い

もし削除して，その後患者が体調不良等を感じた場合，薬を削除したせいだと患者に思われる可能性がある

薬局業務の 
忙しさ・ 
煩雑さ

減薬提案以外の 
業務が忙しい

日常業務煩雑な中で十分な対応が出来ていない
現在の勤務形態でそこまで時間を捻出できない

減薬提案の手順 
が煩雑

医師への疑義照会・情報提供の手間

情報提供を文書で行うことが負担

調剤過誤の懸念 一包化予製を組んでいる事が多く，減薬する事による変更作成漏れの調剤過誤の懸念も考えられる為

医療機関 
との連携・ 
情報不足

患者情報の不足 疾病名・既往歴の情報が不足している

医師−患者間の 
会話内容が不明 医師と患者さんとの会話の内容が分からないので，聞きにくい．

服用薬を把握 
できない

薬の現物を確認できないため（患者の勘違いの可能性もあるため）

患者さんが病院ごとにお薬手帳を作られていて，服用薬を把握しきれていない場合

処方意図不明 処方経過の詳細が不明→服薬によりどの程度改善したのか

なんとなく服用している
DO処方 転院によるDO処方

医療機関との 
連携不足 面処方などで医療機関との連携が取れていなかった
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つの状態は悪循環を起こしている．また，減薬に関する
「知識不足」や「経験不足」，「責任の問題」といった
【薬剤師の減薬に関する知識・経験不足】により，患者
に対して減薬をうまく勧めることができず，【患者が減
薬に後ろ向き】な状態のままであり，【患者と薬剤師の
希薄な関係】に陥っている．加えて，調剤・服薬指導な
どの「減薬提案以外の業務が忙しい」ことや「減薬提案
の煩雑さ」といった【薬局業務の忙しさ・煩雑さ】によ

り患者 1人 1人に割く時間が少ないことも【患者と薬剤
師の希薄な関係】に関連している．
「患者情報の不足」や「医師―患者間の会話内容が不明」
などから成る【医療機関との連携・情報不足】の状態や
「医師とのコミュニケーション不足」，「医師への遠慮」と
いった【医師との連携不足】の状態により減薬可否の判
断や減薬の提案に難渋している．加えて，【薬局業務の忙
しさ・煩雑さ】が原因で【医療機関との連携・情報不足】，

表 2　減薬提案したくてもできない理由（続き）

カテゴリ 概念 切片（原文のまま）一部抜粋

医師との 
連携不足

医師とのコミュ 
ニケーション 
不足

処方医とのコミュニケーション不足
医師とのコミュニケーション不足→疑義照会では簡潔に目的のみ話すが，禁忌ではない内容で処
方内容に意見する事を良く思わない医師も少なからずいる

医師への遠慮
往診中の医師の時間と取ってしまうので躊躇する

医師へ提案するにあたり遠慮・懸念事項（関係性悪化）などがある

医師の態度 医師の応対が横柄なため

医師との連携 
不足

時間外で医師と連絡がつかないため

医師との取り決めがない中で運用しにくい

医師の 
認識不足

医師が薬剤師の 
取り組みに 
対して認知不足

医師に薬剤師の取り組みが認知されていない

医師によるお薬手帳の活用度が低い

医師の減薬に対
する意識が低い

減薬提案に対する医師の認識が異なっている場合が多い

患者の不定愁訴や患者からの希望にそのまま応じている医師がいる

減薬提案したくてもできない理由をカテゴリ，概念，切片（原文のまま）ごとに示している．

図 2　減薬提案したくてもできない理由の概念図
抽出されたカテゴリ間の関連性を概念図として示している．一方向の矢印は関連性，双方向の矢印は相互関係を示している．
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【医師との連携不足】となり，また，情報・連携不足に
より【薬局業務の忙しさ・煩雑さ】を引き起こす相互関
係の状態にある．また，【医師との連携不足】は「医師
が薬剤師の取り組みに対して認知不足」などの【医師の
認識不足】と相互に関係しており，これら 2つのカテゴ
リは【医療機関との連携・情報不足】につながる．
3．　減薬提案したくてもできない理由の改善策
分析において 18 個に分類され，64 個の具体的な改善
策が抽出された（表 3-1，3-2）．なお，本文中では〈　〉

で示す．
薬局内で実施可能な改善策として，患者に対して〈減
薬を嫌がる理由を聞き出し，それに対応する〉などの信
頼関係の構築に重点を置いた具体案や〈患者に減薬のメ
リットを繰り返し説明する〉といった患者の薬に対する
認識へのアプローチに関する具体案が挙げられた．薬局
業務として，〈シフト作成や薬歴支援ソフトなどでAI
を活用するようなDX推進〉，〈業務分担の改善〉，〈調剤
機器の機械化や効率化の推進〉，〈調剤アシスタントとの

表 3-1　減薬提案したくてもできない理由の改善策（薬局内）

分類 要約

患者との信頼関係の
構築

減薬を嫌がる理由を聞き出し，それに対応する
日常的な患者との信頼関係の構築
患者の意思の尊重
患者ととことん話し合う
患者の減薬したことによる不安を解消する

患者の薬に対する
認識へのアプローチ

患者に減薬のメリットを繰り返し説明する
薬剤師，医師からの減薬の重要性に関する説明の充実
できるだけ多くの医薬品をもらうことが良いことという認識を改善する
不要薬の継続による危険性を患者に理解してもらう
薬はやめられる（減薬できる）ことを知ってもらう
薬を減らすことができた喜びを患者に実感してもらう
薬剤 1つ 1つについて，その効果を判断し，減薬について納得してもらえるよう説明する
長期間の服用による減薬への抵抗感に対して根気よく説明していく
長期間投与されている薬剤について，定期的に患者に服用目的を確認する
体調が安定している患者への一旦中止の提案をする
保険者から誘導する

事務作業の効率化 シフト作成や薬歴支援ソフトなどでAI を活用するようなDX推進
形式的な報告書や記録の簡略化

業務分担の見直し 業務分担の改善
施設担当以外の薬剤師への業務分担

調剤業務の効率化 調剤機器の機械化や効率化の推進
処方箋の二次元バーコード入力，自動錠剤分包機の導入などによる調剤業務の効率化

調剤アシスタントの
活用

調剤アシスタントとの業務分担により患者 1人 1人にかけられる時間を増やす
往診同行にも調剤アシスタントが同行し，薬剤師が患者，コメディカルとコミュニケーションを取れる時間を確保する

減薬提案に付随した
業務の見直し

多剤併用患者に関して，定期的に店舗にて改善策を話し合う
テンプレート（フォーマット＋自由記載）の作成，メール等による情報伝達
提案用フォーマットの作成
業務の忙しさに応じて，次回，来局時に引き継ぐなどタイミングを変える
減薬提案体制の整備

薬剤師の知識の習得 削除する根拠の説明準備
薬剤師の減薬に関する知識，理論の習得

事例（改善策）の
共有

減薬に至った症例を共有する研修会の実施
症例検討会などを通して，他の施設が提案・算定に至るまでの経緯，考え方を共有する
よくある事例等を学習し，減薬提案のシミュレーションを実施する

薬剤師の意識改革 減薬提案が重要であるという薬剤師の意識の向上
薬剤師が忙しくても疑義照会を行う覚悟を持つ

薬剤師の人員補充 薬剤師の人数確保

開設者の理解 開設者の現場に対する理解

薬局内における改善策についてまとめ，その分類と要約を示している．
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業務分担〉など業務の効率化による対人業務時間の増加
を図る具体案，〈多剤併用患者に関して，定期的に店舗
にて改善策を話し合う〉や〈テンプレートの作成，メー
ル等による情報伝達〉といった減薬提案に付随した業務
の見直しと〈削除する根拠の説明準備〉や〈減薬に至っ
た症例を共有する研修会の実施〉，〈減薬提案が重要であ
るという薬剤師の意識の向上〉といった薬剤師の能力向
上に関する具体案が挙げられた．
また，薬局外での改善策は，医師と話しやすい関係を
構築するための具体案として，〈日常から交流を持つ〉
や〈医師と薬剤師が両方参加するような減薬をテーマと
した勉強会を増やす〉などが挙げられた．さらに，〈ポ
リファーマシーについて処方医と考えを共有する〉やプ
ロトコルを用いた代替薬への変更や処方削除対応可能の
表示というような〈処方箋へ変更対応可能な薬を表記で
きるようにする〉など医師の処方意図を理解するための
具体案や〈内容は端的に伝えるよう心がける〉といった
医師との情報共有に関する具体案が挙げられた．

考　　　察

本研究により，減薬提案したくてもできない理由とそ
の関連性，改善策が示唆された．得られた結果は病院勤

務経験のある薬剤師のデータを含んでいない．そのた
め，病院勤務経験のある薬局薬剤師にとっては減薬提案
の妨げにならないものも存在する可能性がある．しか
し，病院経験がない薬局薬剤師は多く存在するため，現
状に即した減薬提案したくてもできない理由を概念図と
して示すことができたと考える．中でも，【薬剤師の減
薬に関する知識・経験不足】や 【薬局業務の煩雑さ・忙
しさ】の解消は，他の要因の解消にもつながるため，減
薬提案の推進には重要である．【薬剤師の減薬に関する
知識・経験不足】に対する改善策として，〈医師・薬剤
師の両者が参加するような減薬をテーマとした勉強会を
増やしていく〉や〈症例検討会などを通して，他の施設
が提案・算定に至るまでの経緯，考え方を共有する〉，
〈よくある事例等を学習し，減薬提案のシミュレーショ
ンを実施する〉といったような，ただ単に知識を習得す
るだけではなく，医師との意思疎通や他施設での事例，
実際の提案方法までカバーできる研修が必要である．加
えて，多併存疾患や処方カスケードといったポリファー
マシーを引き起こす原因 14, 15）についても医師と共に学ん
でいくことが重要である．また，【薬局業務の煩雑さ・
忙しさ】に関しては，薬剤師増員だけでなく，調剤アシ
スタントの活用や機械化による薬局内の対物業務の効率

表 3-2　減薬提案したくてもできない理由の改善策（薬局外）

分類 要約

医師と話しやすい
関係の構築

医師とコミュニケーションを図る
日常から交流を持つ
医師と薬剤師が両方参加するような減薬をテーマとした勉強会を増やす
勉強会などの顔を合わせる機会があれば良い
ポリファーマシーについて処方医と考えを共有する
医師の思考回路を理解する

医師・医療機関との
情報共有
（医師側）

紹介状に今後，減薬する可能性がある処方を記載し，薬局にも提出してもらう
処方箋へ変更対応可能な薬を表記できるようにする
治療効果・経過が分かる検査値の共有
医師側から患者の疾病・既往に関する医療情報の共有

医師・医療機関との
情報共有
（薬剤師側）

内容は端的に伝えるよう心がける
コミュニケーション能力を高める
トレーシングレポートを活用する

医療機関との連携 医療機関側にも服用薬剤調整支援料 1・2の制度について知ってもらう
あらかじめ減薬提案に関する取り決めをしておく
総合病院では薬剤部に協力を仰ぐ
処方箋に病院の時間外の連絡先を記載する
普段から医療機関と連携する

医師への
外部からの働きかけ

医師に対して，薬剤師以外の外部からも働きかけてもらう
医師会，歯科医師会，薬剤師会の 3会での取り組み

制度の見直し 政策の観点からのアプローチ
調剤報酬の増加
自己負担 0 割患者への負担割合の対策
薬剤師判断での処方変更，減量ができるように権限を拡大する（法改正）

薬局外における改善策についてまとめ，その分類と要約を示している．
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化により薬剤師の対人業務の時間を確保する手法と，減
薬提案手順の簡便化による減薬提案自体の効率化を図る
手法の 2つの案が提示された．加えて，薬剤師業務とし
て薬剤レビューの実施等の減薬提案のための業務を積極
的に行っていく必要性も示されており，知識や技術を持
つだけでなく，減薬提案を薬剤師の業務として意識する
ことが重要であると考える．また，【患者が減薬に後ろ
向き】という要因は，2019 年の清水ら 16）の在宅患者の
キーパーソンの 10％が減薬に不同意であるという報告
と一致する．加えて，2018 年の村上らの報告 17）では，
残薬の認知度は 72.5％であるのに対し，ポリファーマ
シーを認知している高齢者は 3％しか存在しない．この
ことから，多くの患者はポリファーマシーの概念を理解
しておらず，ただ単に薬を減らされることをネガティブ
に捉えてしまっている可能性がある．そのためにも患者
との対話を大切にし，【患者と薬剤師の希薄な関係】を
解消し，信頼関係の構築を行っていくことが必要であ
る．また，岸本らの報告 18）では，薬剤師に患者自身の
詳細な情報を提供する行動を促進する患者側の要因とし
て，薬局薬剤師に対する信頼感，医療人としての認識，
薬局薬剤師の業務の理解，かかりつけ薬剤師を有してい
ることとしている．このことからも患者との信頼関係の
構築は，患者からより詳細な情報を得ることができ，潜
在的に不適切な薬剤の発見にもつながる可能性がある．
これらの改善策は薬局内で実施可能な改善策であり，減
薬対象となる患者が来局する前の準備が重要であると考
える．さらに，【患者と薬剤師の希薄な関係】と【患者
が減薬に後ろ向き】の解消には，薬剤師からの改善策と
してかかりつけ薬剤師という言葉はなかったものの，服
用薬の一元管理や 24 時間相談応需など，かかりつけ薬
剤師制度の推進がその一助となると考える．
一方で，【医療機関との連携・情報不足】，【医師との
連携不足】，【医師の認識不足】については，薬局内での
改善策のみでは対応しきれず，〈医師会・歯科医師会・
薬剤師会の 3会の取り組み〉のように地域が一体とな
り，地域の医療従事者が顔の見える関係が築ける場を日
頃から設ける必要がある．
本研究は一部の意見に過ぎない可能性は否定できな
い．また，回答者の勤務先は調剤薬局がほとんどであ
り，ドラッグストア併設薬局の薬剤師の意見を十分に反
映できていない可能性がある．さらに，神奈川県薬剤師
会に所属する薬局薬剤師と調査対象を絞っており地域に
よる特徴も考慮する必要がある．今後はサンプルサイズ
を大きく，より広範囲かつ様々な勤務先の薬剤師を対象
とした検討を行っていく必要があると考える．
しかし，本研究は，実際に減薬提案すべき薬剤が分
かっていたのに減薬提案しなかった経験のある薬剤師の
意見より，減薬したくてもできない理由とその関連性だ

けでなく，薬剤師自身が考える改善策についてまで調査
した研究であり，現場の薬剤師の意見を反映した改善策
をまとめた研究は他に存在しない．減薬提案をさらに推
進するには，薬剤師が積極的に行動を起こし，減薬提案
しようと思った際にすぐに行動に移せるよう薬局内で事
前に準備するとともに，地域の医療従事者ならびに患者
自身や患者家族も巻き込んだ形での減薬提案の手法を構
築していく必要がある．
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